
平成16年12月期 個別財務諸表の概要  
平成17年２月17日

会社名 株式会社ワールドインテック 上場取引所 JASDAQ

コード番号 2429 本社所在都道府県 福岡県

(URL　http://www.witc.co.jp)

代表者 役職名 代表取締役

 氏名 伊井田　栄吉

問い合わせ先 責任者役職名 取締役経営管理本部長   

 氏名 菅野　利彦 ＴＥＬ　　（０９３）５３３－０５４０

決算取締役会開催日 平成17年２月17日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成17年３月16日 単元株制度採用の有無 無

１．平成16年12月期の業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月期 17,979 (43.2) 766 (57.6) 741 (54.6)

15年12月期 12,557 ( ― ) 486 ( ― ) 479 ( ― )

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年12月期 401 (64.5) 43,381 87 －  29.6 20.5 4.1

15年12月期 244 ( ― ) 150,360 66 －  29.6 20.5 3.8

（注）①期中平均株式数 16年12月期 8,984株 15年12月期 1,544株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 円 円 百万円 ％ ％

16年12月期 1,000 － 1,000 15 2.3 0.9

15年12月期
旧株：5,000
新株：1,274

－
旧株：5,000
新株：1,274

7 3.3 0.8

 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月期 4,242 1,735 40.9 108,419 74

15年12月期 2,989 975 32.6 574,876 55

（注）期末発行済株式数 16年12月期 15,895株 15年12月期 1,676株

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日～平成17年12月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 円 円

中間期 9,491 166 83 ― 　― 　―

通　期 20,900 826 414 　― 1,000 1,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）23,165円80銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確定な要素を含んでおりま

す。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の10ページを参照して下さい。
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７．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成15年12月31日）
当事業年度

（平成16年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   1,078   1,776   

２．受取手形   3   27   

３．売掛金   1,508   1,963   

４．仕掛品   8   －   

５．前払費用   69   68   

６．繰延税金資産   29   33   

７．未収入金 ※1  33   24   

８．その他 ※1  18   24   

貸倒引当金   △　17   △11   

流動資産合計   2,733 91.4  3,907 92.1 1,173

Ⅱ　固定資産         

１．有形固定資産         

(1) 建物  3   9    

減価償却累計額  △1 2  △1 7   

(2) 構築物  4   4    

減価償却累計額  △2 2  △2 1   

(3) 車両運搬具  23   19    

減価償却累計額  △16 7  △15 4   

(4) 工具器具備品  24   32    

減価償却累計額  △13 11  △18 13   

有形固定資産合計   23 0.8  27 0.7 4
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前事業年度

（平成15年12月31日）
当事業年度

（平成16年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

２．無形固定資産         

(1) 電話加入権   1   1   

(2) ソフトウェア   0   0   

無形固定資産合計   2 0.1  1 0.0 △0

３．投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   －   10   

(2) 関係会社株式   96   106   

(3) 破産更生債権等   8   8   

(4) 繰延税金資産   20   27   

(5) 敷金及び保証金   102   150   

(6) ゴルフ会員権   11   11   

(7) その他   0   0   

貸倒引当金   △　9   △9   

投資その他の資産合計   230 7.7  305 7.2 75

固定資産合計   256 8.6  335 7.9 79

資産合計   2,989 100.0  4,242 100.0 1,252

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．未払費用 ※1  1,329   1,694   

２．未払法人税等   218   227   

３．未払消費税等   319   391   

４．預り金   93   144   

５．その他   16   1   

流動負債合計   1,977 66.2  2,457 57.9 480
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前事業年度

（平成15年12月31日）
当事業年度

（平成16年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

Ⅱ　固定負債         

１．退職給付引当金   27   37   

２．役員退職慰労引当金   9   11   

固定負債合計   36 1.2  49 1.2 12

負債合計   2,014 67.4  2,507 59.1 492

         

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※2  128 4.3  316 7.4 187

Ⅱ　資本剰余金         

資本準備金  68   258    

資本剰余金合計   68 2.3  258 6.1 189

Ⅲ　利益剰余金         

１．利益準備金   3   3   

２．任意積立金         

(1）特別償却準備金  1   0    

(2）別途積立金  500 501  700 700   

３．当期未処分利益   274   456   

利益剰余金合計   778 26.0  1,160 27.4 382

資本合計   975 32.6  1,735 40.9 759

負債・資本合計   2,989 100.0  4,242 100.0 1,252
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

Ⅰ　売上高   12,557 100.0  17,979 100.0 5,422

Ⅱ　売上原価 ※1  10,553 84.0  15,236 84.7 4,682

売上総利益   2,003 16.0  2,743 15.3 740

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１．広告宣伝費  88   68    

２．貸倒引当金繰入額  5   －    

３．役員報酬  66   67    

４．給与手当  663   948    

５．賞与  98   119    

６．退職給付費用  6   11    

７．役員退職慰労引当金繰
入額

 2   1    

８．福利厚生費  127   164    

９．旅費交通費  93   130    

10．減価償却費  8   9    

11．賃借料  129   144    

12．その他  226 1,517 12.1 309 1,976 11.0 459

営業利益   486 3.9  766 4.3 280
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前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息  0   0    

２．その他  2 2 0.0 2 2 0.0 0

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  4   5    

２．損失補填金  3   －    

３．公開準備費用  －   22    

４．その他  1 9 0.1 0 28 0.2 18

経常利益   479 3.8  741 4.1 261

Ⅵ　特別利益         

貸倒引当金戻入益  － －  5 5 0.1 5

Ⅶ　特別損失         

　　ゴルフ会員権評価損  7 7 0.0 － － － △7

税引前当期純利益   471 3.8  747 4.2 275

法人税、住民税及び事
業税

 261   356    

法人税等調整額  △34 227 1.9 △11 345 2.0 118

当期純利益   244 1.9  401 2.2 157

前期繰越利益   30   55  24

当期未処分利益   274   456  182
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

Ⅰ 労務費  9,599 91.0 13,986 91.8  

Ⅱ 外注費  237 2.2 194 1.3  

Ⅲ 経費 ※１ 716 6.8 1,055 6.9  

　　 売上原価  10,553 100.0 15,236 100.0 4,682

       

　　　（注）※１．主な内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

旅費交通費 255百万円 334百万円

募集費 207 344

地代家賃 128 210

（原価計算の方法） 

　実際原価計算による個別原価計算を採用しております。 
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(3）利益処分案

  
前事業年度

 
（平成15年12月期）

当事業年度
 

（平成16年12月期）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益   274  456 182

Ⅱ　任意積立金取崩額       

特別償却準備金取崩額  0 0 0 0 ―

合計   274  457 182

Ⅲ　利益処分額       

１．配当金  7  15   

２．取締役賞与金  12  12   

３．任意積立金       

　別途積立金  200 219 300 327 108

Ⅳ　次期繰越利益   55  129 74

       

　（注）特別償却準備金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであり、税効果会計考慮後の金額となっており

ます。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法によっておりま

す。

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法によって

おります。

(2) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法によって

おります。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品

個別法による原価法によっております。

仕掛品

同　左

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定率法によっております。

(1) 有形固定資産

同　左

 (2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（5

年）による定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同　左

４．繰延資産の処理方法 　新株発行費は支出時に全額費用処理して

おります。

――

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同　左

 (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

(2）退職給付引当金

同　左

 (3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給見込額を計上し

ております。

(3) 役員退職慰労引当金

同　左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同　左
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項目
前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　左

 (2) 自己株式及び法定準備金取崩等に関す

る会計基準

　「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年4月1日以後に適用さ

れることとなったことに伴い、当期か

ら同会計基準によっております。

　この変更に伴う損益に与える影響は

ありません。

なお、財務諸表等規則の改正により、

当期における貸借対照表の資本の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

 

 

 

――

 (3)１株当たり当期純利益に関する会計基

準等

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）が平成14年4月1日以後開

始する事業年度に係る財務諸表から適

用されることとなったことに伴い、当

期から同会計基準及び適用指針によっ

ております。

なお、これによる影響については、

（１株当たり情報）注記に記載のとおり

であります。

 

 

 

――
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

（貸借対照表関係）

　　未収入金は、資産総額の100分の1を超えたため、区分

掲記することとしました。

　　なお、前期は流動資産の「その他」に13百万円含まれ

ております。

―――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成15年12月31日）

当事業年度
（平成16年12月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

主なものは、次のとおりであります。

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

主なものは、次のとおりであります。

未収入金　　　　　　　　　　　8百万円

流動資産「その他(立替金)」　　6

未払費用　　　　　　　　　　　5

未収入金　　　　　　　　　　　　4百万円

流動資産「その他(短期貸付金)」　3

未払費用　　　　　　　　　　　　3 

※２　会社が発行する株式の総数　普通株式　6,000株

発行済株式総数　　　　　　普通株式　1,676株

※２　会社が発行する株式の総数　普通株式30,000 株

発行済株式総数　　　　　　普通株式15,895 株

３　偶発債務

　　　　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。

㈱ワールドグリーンスタッフ　500百万円

３　偶発債務

　　　　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。

㈱ワールドグリーンスタッフ　110百万円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年 1月 1日

至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上原価（外注費）　　　　　 12百万円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上原価（外注費）　　　　　 32百万円
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 ソフトウェア

取得価額相当額 　　14百万円

減価償却累計額相当額 4

期末残高相当額 9

 工具器具備品 ソフトウェア 合計

取得価額相
当額

7百万円 14百万円 21百万円

減価償却累
計額相当額

1 6 7

期末残高相
当額

6 7 14

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 　　 2百万円

１年超 7

合計 10

１年以内 4百万円

１年超 9

合計 14

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 　　2百万円

減価償却費相当額 2

支払利息相当額 0

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3

支払利息相当額 0

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同　　左

利息相当額の算定方法

 　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

利息相当額の算定方法

同　　左

②　有価証券

　前事業年度（平成15年12月31日）

　　子会社株式で時価のあるものは、ありません。

　当事業年度（平成16年12月31日）

　　子会社株式で時価のあるものは、ありません。

- 45 -



③　税効果会計

前事業年度
（平成15年12月31日）

当事業年度
（平成16年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別　

の内訳

（繰延税金資産）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別　

の内訳

（繰延税金資産）

①流動資産 ①流動資産

未払事業税 17百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 6

未払賞与 4

未払社会保険料 0

計 29

未払事業税 17百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 2

未払賞与 2

未払費用 10

計 33

②固定資産 ②固定資産

退職給付引当金損金算入限度超過額 10百万円

役員退職慰労引当金 3

ソフトウェア償却限度超過額 3

ゴルフ会員権評価損 3

計 20

繰延税金資産合計 50百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 16百万円

役員退職慰労引当金 4

ソフトウェア償却限度超過額 3

ゴルフ会員権評価損 3

計 28

繰延税金資産合計 61百万円

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

固定負債  

特別償却準備金 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

差引：繰延税金資産の純額 50百万円

固定負債  

特別償却準備金 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

差引：繰延税金資産の純額 61百万円

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.7%

（調整）  

交際費等損金に算入されない項目 2.2

課税留保金に対する税額 2.6

住民税均等割等 1.2

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.2%

法定実効税率 41.7%

（調整）  

交際費等損金に算入されない項目 1.4

課税留保金に対する税額 2.2

住民税均等割等 0.7

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.2%
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

１株当たり純資産額 574,876円55銭

１株当たり当期純利益 150,360円66銭

１株当たり純資産額 108,419円74銭

１株当たり当期純利益 43,381円87銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株引受権及び新株予約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平

均株価が把握できませんので、記載しておりません。

　当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。

　なお、当事業年度において、従来と同様の方法によった

場合の（１株当たり情報）については、以下のとおりであ

ります。

　１株当たり純資産額　　　　　582,036円45銭

　１株当たり当期純利益　　　　158,128円43銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株引受権及び新株予約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平

均株価が把握できませんので、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、

かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握でき

ませんので、記載しておりません。

　当社は平成16年8月21日付で株式１株につき５株の株式

分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

　１株当たり純資産額　　　　　114,975円31銭 

　１株当たり当期純利益　 　　　30,072円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、

かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握でき

ませんので、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

当期純利益（百万円） 244 401

普通株主に帰属しない金額（百万円） 12 12

（うち利益処分による役員賞与金

（百万円））
(12) (12)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 232 389

期中平均株式数（株） 1,544 8,984

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株引受権付社債１種類（新株引

受権の目的となる株式の数1,500株）

及び新株予約権４種類（新株予約権

の数214個）

 

新株予約権５種類（新株予約権の

数950個）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成15年 1月 1日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日）

　該当事項はありません。 　平成17年１月６日、平成17年１月20日および平成17年1

月31日開催の取締役会において、下記のとおり新株式の発

行を決議し、平成17年２月８日に払込が完了いたしました。

　この結果、平成17年２月９日付で資本金は673百万円、

発行済株式総数は17,895株となっております。

 ①　募集方法 ：一般募集

(ブックビルディング方式に

よる募集)

②　発行する株式の種類及

び数

：普通株式　　　 2,000株

③　発行価格 ：１株につき　　500,000円

一般募集はこの価格にて行いました。

④　引受価額 ：１株につき　　467,500円

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。

⑤　発行価額 ：１株につき　　357,000円

(資本組入額　 178,500円)

⑥　発行価額の総額 ：　　　　　　　714百万円

⑦　払込金額の総額 ：　　　　　　　935百万円

⑧　資本組入額の総額 ：　　　　　　　357百万円

⑨　払込期日 ：平成17年２月８日

⑩　配当起算日 ：平成17年１月１日

⑪　資金の使途 ：運転資金
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８．役員の異動

(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

①　退任予定取締役

取締役　　安部　睦夫（監査役就任予定）

取締役　　大久保　丈二（平成17年２月15日付辞任）

②　新任監査役候補

監査役（常勤）　　安部　睦夫（現取締役）

③　退任予定監査役

監査役（常勤）　　副島　正剛

④　役職の異動

平成17年２月17日付　常務取締役　営業統括本部長兼関連会社統括本部長　　本多　信二（現取締役　営業統括

本部長兼中日本営業本部長）

(3）就任予定日

平成17年３月16日
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